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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第128期 

第２四半期連結 
累計期間 

第129期 
第２四半期連結 

累計期間 
第128期 

会計期間 

自2019年 
 ４月１日 
至2019年 

 ９月30日 

自2020年 
 ４月１日 
至2020年 

 ９月30日 

自2019年 
 ４月１日 
至2020年 

 ３月31日 

売上高 （千円） 13,355,751 19,373,503 28,517,805 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △654,652 48,912 △893,930 

親会社株主に帰属する四半期 

純利益又は親会社株主に帰属する四

半期（当期）純損失（△） 

（千円） △229,670 41,565 △296,966 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △675,815 41,495 △923,096 

純資産額 （千円） 6,472,828 6,443,927 6,402,462 

総資産額 （千円） 7,801,555 8,114,191 7,756,623 

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり四半期（当期）純損失金

額（△） 

（円） △0.79 0.14 △1.03 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 82.80 79.29 82.42 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △20,171 299,659 925,554 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △18,201 △14,619 △19,902 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 271,772 115,035 438,951 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（千円） 1,827,114 3,338,393 2,938,318 
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回次
第128期

第２四半期連結
会計期間

第129期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2019年
 ７月１日
至2019年

 ９月30日

自2020年
 ７月１日
至2020年

 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△） 

（円） △0.46 0.09 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第128期第２四半期連結累計期間及び第128期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。第129期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につき、以下

の追加すべき事項が生じております。なお、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日（2020年11月13

日）現在において当社グループが判断したものであります。

 

 新型コロナウイルス感染症について

 当社グループの貴金属事業及びコンテンツ事業は、国内外の大規模イベント等に多数出展しております。新型

コロナウイルス感染症の拡大の収束時期について明確な見通しは立っておらず、この影響の長期化によるイベン

ト・展示会等の中止・延期が相次いだ場合は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大により経済活動の停滞や消

費マインドの低下、企業収益や雇用情勢が悪化する等、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

 このような経済状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)は、貴金属市況において、金価格は、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大による経済低迷に潜むインフレリスクや、世界各国での大規模な金融緩和策等を背景に、

安全資産として金需要が増加したことから大幅に上昇いたしました。業績につきましては、金価格の上昇が寄与し

たことから概ね堅調に推移いたしました。不動産市況においては、住宅ローン減税や低金利の継続等、住宅購買環

境は良好であるものの、地価の高止まりによる仕入価格の高騰や都心オフィス市場の空室率が上昇に転じ賃料水準

の下落が懸念される等、先行き不透明な状況で推移し、業績は低調に推移いたしました。機械市況においては、米

中貿易摩擦や世界経済の減速により企業の投資マインドは著しく縮小し、内外需ともに受注が減少したことから業

績は低調に推移いたしました。コンテンツ事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響により一部商品の発

売延期や物販イベントが延期・中止となる等、販売機会の損失が生じたものの『鬼滅の刃』や『ヒプノシスマイ

ク』をはじめとする関連グッズの販売が好調であったことから、業績は好調に推移いたしました。

 

①財政状態

 当第２四半期末における総資産の残高は、前連結会計年度末より357,567千円増加し、8,114,191千円となりまし

た。

 流動資産の残高は、前連結会計年度末より379,256千円増加し、5,788,112千円となりました。

 増加の主なものは、現金及び預金の増加（2,938,318千円から3,338,393千円へ400,075千円の増加）、商品及び

製品の増加（1,268,276千円から1,403,986千円へ135,710千円の増加）であります。

 減少の主なものは、売掛金の減少（415,770千円から265,392千円へ150,377千円の減少）、販売用不動産の減少

（100,113千円の減少）であります。

 固定資産の残高は、前連結会計年度末より21,688千円減少し、2,326,078千円となりました。

 流動負債の残高は、前連結会計年度末より255,422千円増加し、1,271,279千円となりました。

 固定負債の残高は、前連結会計年度末より60,680千円増加し、398,984千円となりました。

 純資産の残高は、前連結会計年度末より41,464千円増加し、6,443,927千円となりました。

 

②経営成績

 当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は19,373,503千円（前年同四半期13,355,751千円 45.1％

増）、営業損益は73,154千円の利益（前年同四半期615,726千円の損失）、経常損益は48,912千円の利益（前年同

四半期654,652千円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純損益は41,565千円の利益（前年同四半期229,670千円

の損失）となりました。

 セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

 貴金属事業におきましては、売上高は17,852,186千円（前年同四半期12,334,818千円）、営業損益は155,790千

円の利益（前年同四半期75,921千円の利益）となりました。

 不動産事業におきましては、売上高は133,263千円（前年同四半期794,704千円）、営業損益は21,506千円の損失

（前年同四半期349,498千円の利益）となりました。

 機械事業におきましては、売上高は321,130千円（前年同四半期509,393千円）、営業損益は30,818千円の損失

（前年同四半期8,564千円の損失）となりました。

 投資事業におきましては、営業損益は13,027千円の損失（前年同四半期924,246千円の損失）となりました。
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 コンテンツ事業におきましては、売上高は1,061,058千円（前年同四半期594,467千円）、営業損益は179,066千

円の利益（前年同四半期88,825千円の利益）となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

より400,075千円増加し、3,338,393千円となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果獲得した資金は299,659千円（前年同四半期は20,171千円の使用）となりました。これは主にた

な卸資産の増加額124,813千円等による資金の減少があったものの、売上債権の減少額150,377千円及び預り金の増

加額207,772千円等の資金の増加があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は14,619千円（前年同四半期は18,201千円の使用）となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出14,571千円等の資金の減少があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果獲得した資金は115,035千円（前年同四半期は271,772千円の獲得）となりました。これは主に長

期借入金の返済による支出34,933千円等による資金の減少があったものの、短期借入れによる収入50,000千円及び

長期借入れによる収入100,000千円等の資金の増加があったことによるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

 該当事項はありません。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 「投資事業」に関する任意組合契約

契約名 契約先 契約内容 契約年月日 契約期間

 任意組合契約
（連結子会社）

ＣＲ任意組合

 任意組合出資者が共同で

投資事業を行う任意組合契

約。同事業から生じた損益

を、任意組合出資者に出資

比率で分配する。

 2020年９月28日

 2020年10月１日～

2021年９月30日

以降、出資者の合意

により再契約

 任意組合契約
（連結子会社）

ＩＲ任意組合

 任意組合出資者が共同で

投資事業を行う任意組合契

約。同事業から生じた損益

を、任意組合出資者に出資

比率で分配する。

 2020年９月30日

 2020年10月１日～

2021年９月30日

以降、出資者の合意

により再契約

（注）ＣＲ任意組合、ＩＲ任意組合ともに、出資者の合意によりそれぞれ１年間の再契約をおこなっております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,158,900,000

計 1,158,900,000

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末現

在発行数（株） 
（2020年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年11月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 289,747,982 289,747,982 東京証券取引所市場第二部 
単元株式数 

100株 

計 289,747,982 289,747,982 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数
残高（千株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 289,747 － 6,248,926 － －
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（５）【大株主の状況】

    2020年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％） 

 有限会社マイネン  東京都中央区日本橋三丁目2番14号 181,606 6.27 

 株式会社フェンテ  東京都渋谷区円山町6番7号 139,871 4.83 

 株式会社プレサージュ  東京都品川区西五反田二丁目7番11号2階 116,902 4.04 

 有限会社メティス  東京都中央区銀座一丁目27番8号 114,831 3.96 

株式会社ムーンズティア  東京都渋谷区広尾一丁目3番18号 113,739 3.93 

有限会社ライデンシャフト  東京都中央区日本橋兜町17番1号-706 112,780 3.89 

株式会社Ｃｏｌｌｃｏ  東京都中央区日本橋二丁目1番17号2階 102,004 3.52 

 ＢＯＯＣＳダイエット株式会社  東京都目黒区目黒一丁目4番16号7階 100,756 3.48 

有限会社プラフィット  東京都江戸川区西葛西二丁目18番1号-303 93,371 3.22 

東京産業株式会社  東京都世田谷区奥沢五丁目1番11号-202 87,112 3.01 

計 － 1,162,973 40.15 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2020年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 101,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 289,333,100 2,893,331 － 

単元未満株式 普通株式 313,482 － － 

発行済株式総数   289,747,982 － － 

総株主の議決権   － 2,893,331 － 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が23,600株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数236個が含まれております。

    ２．「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が17株含まれております。

 

②【自己株式等】

        2020年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

中外鉱業株式会社 
東京都千代田区丸の

内二丁目４番１号 
101,400 － 101,400 0.03 

計 － 101,400 － 101,400 0.03 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について監査法人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2020年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,938,318 3,338,393 

売掛金 415,770 265,392 

商品及び製品 1,268,276 1,403,986 

仕掛品 329,687 407,270 

原材料及び貯蔵品 18,360 29,993 

販売用不動産 100,113 － 

預け金 328 327 

その他 378,069 382,815 

貸倒引当金 △40,068 △40,068 

流動資産合計 5,408,855 5,788,112 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 1,169,251 1,169,251 

減価償却累計額 △615,352 △638,977 

建物及び構築物（純額） 553,899 530,274 

機械装置及び運搬具 504,512 507,407 

減価償却累計額 △451,224 △457,238 

機械装置及び運搬具（純額） 53,288 50,169 

土地 1,472,391 1,472,391 

その他 119,199 124,325 

減価償却累計額 △101,583 △104,974 

その他（純額） 17,616 19,351 

建設仮勘定 5,000 11,550 

有形固定資産合計 2,102,195 2,083,736 

無形固定資産    

その他 12,403 11,424 

無形固定資産合計 12,403 11,424 

投資その他の資産    

投資有価証券 100,071 100,071 

出資金 10,105 10,105 

長期未収入金 400,915 400,915 

敷金及び保証金 115,243 114,932 

その他 7,747 5,808 

貸倒引当金 △400,915 △400,915 

投資その他の資産合計 233,167 230,917 

固定資産合計 2,347,767 2,326,078 

資産合計 7,756,623 8,114,191 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2020年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 140,440 208,502 

短期借入金 550,000 600,000 

関係会社短期借入金 50,000 50,000 

1年内返済予定の長期借入金 55,666 59,386 

未払金 23,028 15,531 

未払法人税等 65,186 30,669 

ポイント引当金 2,600 2,700 

その他 128,934 304,489 

流動負債合計 1,015,856 1,271,279 

固定負債    

長期借入金 105,211 166,558 

金属鉱業等鉱害防止引当金 3,953 3,953 

預り敷金保証金 12,708 12,708 

繰延税金負債 8,976 8,309 

資産除去債務 207,455 207,455 

固定負債合計 338,303 398,984 

負債合計 1,354,160 1,670,263 

純資産の部    

株主資本    

資本金 6,248,926 6,248,926 

利益剰余金 175,086 216,652 

自己株式 △31,279 △31,310 

株主資本合計 6,392,734 6,434,268 

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 △71 △140 

その他の包括利益累計額合計 △71 △140 

非支配株主持分 9,800 9,800 

純資産合計 6,402,462 6,443,927 

負債純資産合計 7,756,623 8,114,191 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

売上高 13,355,751 19,373,503 

売上原価 13,245,909 18,610,025 

売上総利益 109,842 763,477 

販売費及び一般管理費 ※１ 725,568 ※１ 690,322 

営業利益又は営業損失（△） △615,726 73,154 

営業外収益    

受取利息及び配当金 802 12 

国庫補助金収入 9,455 8,392 

保険金収入 － 720 

その他 5,591 3,931 

営業外収益合計 15,849 13,055 

営業外費用    

支払利息 5,107 2,513 

休山管理費 37,940 31,410 

その他 11,728 3,374 

営業外費用合計 54,776 37,298 

経常利益又は経常損失（△） △654,652 48,912 

特別利益    

固定資産売却益 63 － 

補助金収入 ※２ － ※２ 7,655 

特別利益合計 63 7,655 

特別損失    

操業休止関連費用 ※３ － ※３ 5,134 

特別損失合計 － 5,134 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△654,588 51,432 

法人税、住民税及び事業税 22,008 10,533 

法人税等調整額 △878 △666 

法人税等合計 21,130 9,867 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △675,719 41,565 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △446,049 － 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△229,670 41,565 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △675,719 41,565 

その他の包括利益    

為替換算調整勘定 △95 △69 

その他の包括利益合計 △95 △69 

四半期包括利益 △675,815 41,495 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △229,766 41,495 

非支配株主に係る四半期包括利益 △446,049 － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前

四半期純損失（△） 
△654,588 51,432 

減価償却費 43,212 34,009 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,000 － 

ポイント引当金の増減額（△は減少） 600 100 

受取利息及び受取配当金 △802 △12 

支払利息 5,107 2,513 

補助金収入 △9,455 △8,392 

保険金収入 － △720 

有形固定資産売却損益（△は益） △63 － 

売上債権の増減額（△は増加） △12,148 150,377 

たな卸資産の増減額（△は増加） △119,515 △124,813 

仕入債務の増減額（△は減少） △11,611 68,061 

未払金の増減額（△は減少） △3,974 △7,498 

デリバティブ債権の増減額（△は増加） △8,600 － 

デリバティブ債務の増減額（△は減少） 2,304 － 

預け金の増減額（△は増加） 791,331 0 

預り金の増減額（△は減少） 1,553 207,772 

その他 △53,809 △46,439 

小計 △19,461 326,393 

利息及び配当金の受取額 651 9 

利息の支払額 △3,068 △2,512 

補助金の受取額 9,455 8,392 

保険金の受取額 － 720 

法人税等の支払額 △7,749 △33,343 

営業活動によるキャッシュ・フロー △20,171 299,659 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △14,594 △14,571 

有形固定資産の売却による収入 83 － 

無形固定資産の取得による支出 △3,628 － 

敷金及び保証金の差入による支出 △466 △56 

敷金及び保証金の回収による収入 296 － 

その他 108 7 

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,201 △14,619 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 350,000 50,000 

長期借入れによる収入 － 100,000 

長期借入金の返済による支出 △78,210 △34,933 

自己株式の取得による支出 △17 △31 

財務活動によるキャッシュ・フロー 271,772 115,035 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 233,399 400,075 

現金及び現金同等物の期首残高 1,593,714 2,938,318 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,827,114 ※ 3,338,393 
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【注記事項】

（表示方法の変更）

・四半期連結キャッシュ・フロー計算書

 前第２四半期連結累計期間において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「預り金

の増減額」は、金額的重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書の組替え

を行っております。 

 この結果、前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に表示していた△52,256千円は、「預り金の増減額」1,553千円、「その他」

△53,809千円として組み替えております。

 

 

（追加情報）

 新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大は、経済活動や生活行動等に広範な影響を与える事象であり、当社グ

ループは、2021年3月期においてもその影響が続くものと想定しております。当該仮定に基づき、固定資産の減損

会計等の見積りを行った結果、当第２四半期連結会計期間の財政状態及び経営成績に重要な影響はありません。な

お、この仮定は不確実性が高いため、収束が遅延し、影響が長期化した場合には、翌四半期連結会計期間以降の財

政状態、経営成績の状況に影響が及ぶ可能性があります。 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  2019年４月１日 
  至  2019年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  2020年４月１日 

  至  2020年９月30日） 

給料 281,374千円 305,803千円 

地代家賃 46,085 45,479 

貸倒引当金繰入額 11,000 － 

 

 

※２ 補助金収入

 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日）

 該当事項はありません。

 

 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

 雇用調整助成金等として政府及び各自治体より補助されるため、特別利益に計上しております。

 

※３ 操業休止関連費用

 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日）

 該当事項はありません。

 

 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う政府による緊急事態宣言や各自治体からの休業要請を受け発生した休業

補償費用等を、特別損失に計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日
至  2020年９月30日）

現金及び預金勘定 1,827,114千円 3,338,393千円

現金及び現金同等物 1,827,114 3,338,393
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

  貴金属事業 不動産事業 機械事業 投資事業 
コンテンツ

事業 

売上高              

（1）外部顧客への

売上高 
12,334,818 787,339 509,393 △903,179 594,467 32,911 13,355,751 

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ 7,365 － － － － 7,365 

計 12,334,818 794,704 509,393 △903,179 594,467 32,911 13,363,116 

セグメント利益又は

セグメント損失 

（△） 

75,921 349,498 △8,564 △924,246 88,825 △4,644 △423,210 

 

   

 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 

売上高    

（1）外部顧客への

売上高 
－ 13,355,751 

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

△7,365 － 

計 △7,365 13,355,751 

セグメント利益又は

セグメント損失 

（△） 

△192,515 △615,726 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電収入、不動産

賃貸収入及びインターネットカフェ事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△192,515千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△192,515千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

  貴金属事業 不動産事業 機械事業 投資事業 
コンテンツ

事業 

売上高              

（1）外部顧客への

売上高 
17,852,186 125,898 319,890 － 1,061,058 14,469 19,373,503 

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ 7,365 1,240 － － － 8,605 

計 17,852,186 133,263 321,130 － 1,061,058 14,469 19,382,108 

セグメント利益又は

セグメント損失 

（△） 

155,790 △21,506 △30,818 △13,027 179,066 △8,992 260,511 

 

   

 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 

売上高    

（1）外部顧客への

売上高 
－ 19,373,503 

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

△8,605 － 

計 △8,605 19,373,503 

セグメント利益又は

セグメント損失 

（△） 

△187,356 73,154 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電収入、不動産

賃貸収入及びインターネットカフェ事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△187,356千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△187,356千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（2020年３月31日） 

 該当事項はありません。

 

当第２四半期連結会計期間（2020年９月30日）

 該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△） 
△0円79銭 0円14銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又

は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円） 

△229,670 41,565

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額又は親会社株主に帰属する四

半期純損失金額（△）（千円） 

△229,670 41,565

普通株式の期中平均株式数（千株） 289,648 289,647

（注） 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月12日

中外鉱業株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人ハイビスカス 

  東京事務所 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 髙橋 克幸  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 丸木 章道  印 

 

監査人の結論
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中外鉱業株式会
社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年９月
30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ
ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書
及び注記について四半期レビューを行った。
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中外鉱業株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状態並
びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと
信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ
れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない
かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に
おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注
記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財



務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信
じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監
査人の結論に対して責任を負う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な
発見事項について報告を行う。
 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以  上

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年11月13日

【会社名】 中外鉱業株式会社

【英訳名】 Chugai Mining Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  芳賀 一利

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長芳賀一利は、当社の第129期第２四半期（自 2020年７月１日 至 2020年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


